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精神疾患で休職した労働者に対する
職場復帰支援に関する研究
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職場復帰とその困難さ

• 職場におけるメンタルヘルスケア対策の報告を見渡してみる
と、度々の欠勤や復職困難事例、対人関係技能やパーソナ
リティ上の問題による職場不適応事例の報告など、メンタル
ヘルスケア対策において職場復帰（以下、復職）にまつわる
問題点や対応困難事例が多数報告されるようになった。

• これらの問題に対し事業者側は労働契約法の施行に伴い、
対応に苦慮するあまり労働者の復職困難事例を不適応行動
として排除することで解決を図ることまでも視野に入れた報
告まで見られるようになった。

• 職場におけるメンタルヘルスケア対策推進にあたって、この
“復職”の困難さは特に問題視されている。

• 厚生労働省は2004年10月「心の健康問題により休業した労
働者の職場復帰支援の手引き」を作成した。
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雇用をめぐる争い

• “勤怠不良”なのか、“うつ”で出
社出来ないのか？

• 「労働契約法」：平成19年11月
28日成立

• “労働契約は、労働者および使
用者が、就業の実態に応じて、
均衡を考慮しつつ締結し、又
は変更すべきである”

• “労働契約は、労働者及び使
用者が仕事と生活の調和に配
慮しつつ締結し、又は変更す
べきものとする”

• いわゆる“信義則・誠実義務”
• 権利濫用の禁止。
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図1.メンタルヘルスケア対策において求められる事項・・・概念図
各種支援を行っていく上での体制確立の上で必要な点

• 休職・復職判定基準の確立

• 休職を理由とした解雇、昇給・昇進などの処遇に関する不利益等の可能性の排除

• 個人情報の保護

• 各種サービスに対する適正な対価の補償

• 患者－職場－医療者の三者間の意見調整を行うコーディネーター制度の創設・運用

• 専門家の育成

休業者
（＝精神疾患を
発病した労働者）

医療機関
職場

適正な診断
検査や治療法などの説明
療養の提供
家族への説明
復職支援サービス等の充実
情報提供

早期受診
加療専念
療養上の注意事項の遵守

病状の説明
診断書・意見書の発行
患者を囲む周囲の接し方についての指導
メンタルヘルスケアにまつわる教育
産業保健に関する理解

雇用の確保
権利の乱用防止
健康・安全配慮
ケア対策積極推進の意思表明
ストレス要因の把握と改善

健康回復努力
加療専念
勤労意欲の獲得
モラルの確立

指導内容の遵守
病者に対する取り扱いへの配慮
責任転嫁の防止
産業医など相談相手への不利益な取り扱いの禁止

この“体制確立＝枠作り”には行政機関や立法府による積極的な関与が不可欠

事業場外資源
（復職支援センター）
（EAPなど）復職支援

サービス利用の対価

指導内容の遵守
責任転嫁の防止
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精神疾患で休職した労働者に対する
職場復帰支援に関する研究

• 平成19年度産業保健調査研究報告書
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一次調査
• 岐阜県内にある事業場。
• 常時100人以上の労働者を雇用するとされる事業場。
• 安全衛生または労務管理の責任者（ライン担当者を含む）、もし
くはこれに準ずる者を対象に、一次調査と称して、アンケート調
査票を配布した。

• 事業場の特性、長期休業事例を経験したかの有無、対応状況、
各種指針や事業場外支援機関の存在の周知度、困難が予想さ
れる項目、改善が求められる精神症状、復職を想定した場合に
どのような取り組みが求められるか、について尋ねた。

• 選択肢の作成については、各種文献を参照にしながら具体的な
項目をあらかじめ提示することによって回答しやすいように配慮。

• 岐阜県下695事業場を調査対象として、調査票を平成19年8月
17日に発送し、同年10月末日までに郵送によって回収した。

• 返信を寄せた事業場は288事業場（回収率41.4％）。
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二次調査
• 一次調査に回答を寄せた事業場のうち、“心の健康問題により

1ヵ月以上休業した労働者がいた”事業場でかつ、“二次調査に
協力してもよい”と回答した22事業場を対象とした。

• 二種類の調査票を送付して回答を求めた。
• ラインの管理監督者に回答を求めた調査票〔以下、二次調査
（管理監督者用）〕、および当該事業場に勤務する一般労働者
に回答を求めた調査票〔以下、二次調査（一般職員用）〕の二種
類の調査票を作成し、それぞれ配布。

• 一事業場あたり10名分の管理監督者用の調査票（合計220通）、
及び一般職員用の調査票100名分（合計2200通）を平成19年
12月7日に発送した。

• 平成20年1月末日までに郵送によって回収。
• 管理監督者用二次調査票は64件（回収率29.1％）、一般職員
用二次調査票は587件（回収率26.7％）の回答が得られた。

• 選択肢の作成については、各種文献を参照にしながら具体的な
項目をあらかじめ提示することによって回答しやすいように配慮。
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三次調査
• 二次調査に回答を寄せた事業場のうち、メンタルヘルス不調者の復職に際し
て何らかの取り組みがなされることによって円滑な復職を試みている2事業
場に対し、どのような過程を得て取り組みを行うに至ったのか聞き取り調査を
行った。

• 特に事業場内で経験に基づいた“生の声”を聞かせていただくよう配慮を求め
た。

統計処理
• 統計処理はSPSS for Windows ver. 11.5 J を使用した。得られた結果に対
しクロス集計を行った。

• χ２検定を行うため、２つのカテゴリー化を行った。有意差検定にはp＜0.05
で観察された差が統計学的に有意であるとした。
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結果（要点のみ）

メンタルヘルスケアに興味があるか？

22%

71%

1%
6%

非常に関心がある 関心がある

あまり関心がない 関心がない

これまでに心の健康問題によって1ヵ月以上の
休業者を出したことがあるか？

(一次調査：労務管理担当者に尋ねた結果）

52%
48% あった

なかった

 心の健康問題に関する事例をどの程度経験したか
（1ヵ月以上休職した者の延べ人数）
〔総回答数：149件(100.0％）〕

1 (0.7%)

1 (0.7%)

3 (2.1%)

6 (4.1%)

21 (14.4%)

18 (12.3%)

96 (65.8%)

0 20 40 60 80 100 120

2～3年に１件（ごく稀）

1件／年

2～3件／年

4～5件／年

6～10件／年

11～20件／年

21件以上／年

事例件数

事業場数岐阜産業保健推進センター



メンタルヘルス不全を理由に1カ月以上の休業した
事例を経験したことがあるか？

二次調査：管理監督者に尋ねた結果

27%

73%

あった なかった

二次調査：一般職員に尋ねた結果

29%

71%

あった なかった

業務に支障を来たしたか？

55%

45%

きたした なし

業務に支障を来たしたか？

29%

71%

きたした なし
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知っている外部資源

37%

23%

18%

8%

5%
4% 3%

1% 1%

推進センター

県医師会

中災防

県精神保健福祉センター

障害者職業センター

労働基準協会連合会

旭労災病院

民間EAP

その他

リワーク支援を
知っていますか？

19%

81%

知っている 知らない

今後、リワーク支援を“利用したい”
と回答したのは全体の70.7％。
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事業場で行う心の健康問題に対して困ったこと、
または困ると予想されること

18

19

24

43

47

49

65

91

91

94

96

100

117

150

162

0 50 100 150 200 250

相談先が不明

保健スタッフの確保

医療機関との連絡調整

病状の把握

相談ルートの確立

経済的損失

休業に至った経緯の把握

復職に向けた支援方法

人的資源の損失

復職判定基準

プライバシーへの配慮

家族への対応

他の従業員への対応がわからない

基礎知識が十分でない

接し方がわからない

指摘件数（複数回答：総回答数288件）
労務管理担当者
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心の健康問題によって1カ月以上の休業した従業員に、
どのような対応を行ったか？

8

3

8

12

12

20

34

50

64

64

68

75

87

102

117

0 30 60 90 120 150

その他

休業導入のガイドライン作成

復職支援のためのガイドライン作成

事業場独自の復職判定

医療機関以外の外部サービス

何もしなかった

主治医との意見交換

診断書にある復職への注意事項の遵守

家族との意見交換

業務軽減などの配慮

診断書通りの復職許可

医療機関への結果の問い合わせ

受診するよう薦めた

診断書を提出するよう求めた

診断書通りの休業許可

指摘件数（複数回答：総回答数　149件）労務管理担当者
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メンタルヘルス不全によって
1ヵ月以上の休業を必要とした事例に際して、

復職場面においてどのような取り組みを行ったか？

2
1
2
3

5
6
6
7
7
8
8
8
9

11
11
11
11
12
13
13

19

0 5 10 15 20

その他

プライバシー保全のための取り組み

復職判定基準の作成

職場復帰のためのガイドライン作成

相談結果を、次回に反映させるよう努めた

復職後の処遇に対するガイドライン作成

再発防止のための取り組み

休業者の責任の範囲、裁量権の見直し

主治医に対応法を相談

他の従業員への配慮

休業者への仕事の満足度の聴取

復職後の業務負荷に対する相談

人間関係の不調に対する配置転換

休業者に代わる人的補充

職場内の問題点についての話し合い

家族と相談

休業に至らしめた仕事量や質の見直し

復職に際しての、本人との相談

保健スタッフと相談

休業に至った経緯の把握

休業導入のための話し合い

指摘件数（総回答数：22件）

管理監督者

岐阜産業保健推進センター



メンタルヘルス不全によって
1ヵ月以上の休業を必要とした事例に際して、

復職場面においてどのような取り組みを行ったか？

0

2

4

4

4

7

13

16

26

0 10 20 30 40 50

休業者対応のためのマニュアル作成

保健スタッフと対応相談

業務代行分の金銭的補償

家族との相談

事業所の、メンタルヘルス取り組みへの積極的関与の姿勢

表明

医療機関との相談

人的補充

担当者が対応しただけで、詳細不明

何らかの対応があったのだろうが、詳細不明

指摘件数（総回答数52件）

一般職員
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心の健康問題が発生した場合の、何らかの対応を
行うか否かの判断はどの部門が執り行っているか？

総回答数：288件

25%

18%

13%

13%

9%

8%

4%

4%

3%
1%
1% 0%

1%

人事労務スタッフ

事業主

直属の上司

産業医

衛生管理者

総括安全衛生管理者

安全管理者

安全衛生委員会

看護・保健スタッフ

その他の職員

嘱託精神科医

その他の委員会

その他
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復職支援を行うにあたって困難と予想される事項

19

19

20

30

32

50

55

62

71

76

77

87

88

109

112

160

162

0 50 100 150 200 250

代務従業員への配慮のあり方

主治医との連携方法

復職に関する知識や情報不足

経済的に支援する余裕がない

プライバシー保全方法

最終的に誰が復職を判断するのか決まっていない

復職後の職務が低調であった場合の対応

病気の再燃時の対応法

復職支援についての知識不足

業務軽減指示をどこまで遵守するのか

休業者への接し方が解らない

休業に至った原因がわからない

診断書にある業務軽減の指示が現場の状況にそぐわない

診断書にある病名だけでは事業場の理解が得られない

あまりの長期休業は雇用存続が困難

復職可能とした判断基準がわからない

復職可能と判断されただけの病気が回復したのか解らない

指摘総数（総回答数：288件）

労務管理担当者
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復職に際して回復していることが特に重要と考える症状

22

33

33

35

56

56

63

74

84

125

159

164

213

213

0 50 100 150 200 250

迂遠思考

恐怖症

強迫行為

注察妄想

依存

罪業妄想

躁状態

極度の不安

対人恐怖

被害妄想

集中力の欠如

希死念慮

抑うつ気分

意欲の減退

指摘総数（総回答数：287件）労務管理担当者
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復職を許可するに際して重視すべき条件（従業員本人）

8

34

58

63

74

77

91

93

97

133

137

159

161

189

0 50 100 150 200 250

体重・食行動の異常

睡眠障害の改善

動機やめまい、身体症状の改善

定時まで勤務できる

通院や服薬指導が遵守できる

危険回避行動がとれる

定時出勤

迷惑行為をおこさない

自殺しないと約束できる

危険行為を起こさない

就労しても症状の再燃がない

職務遂行能力

就労への意欲

精神症状が寛解

指摘総数（総回答数：287件）
労務管理担当者
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万一、自身がメンタルヘルス失調によって
出社が困難になった場合、事業場に期待すること

（一般職員の回答より）

5

21

56

58

70

77

83

108

135

148

179

199

200

221

245

255

316

0 100 200 300 400 500

考えたことが無い

メンタルヘルスを学ぶ機会

社内保健スタッフへの相談の機会

同僚や先輩による相談の機会を増やす

メンタルヘルスに対する偏見払拭のための取り組み

社内での相談しやすい環境整備

長期休業者対応のマニュアル作成・運用

各種相談結果が事業所の対応に反映される

社内での対人関係における問題点の把握

上司や人事部との相談の機会

業務量・質の見直し

復職後の人事考課にまつわる取り決め

配置換え

プライバシーの保全

診断書にある指示の遵守

勤務時間の配慮

休業中の経済的補償

指摘総数（総回答数549件）

一般職員
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万一、自身がメンタルヘルス失調によって
出社が困難になった場合、医療機関に期待すること

（一般職員の回答より）

13
66
66
77
77
78
103
106
143
152
159
160
166
208
259
260
273

0 100 200 300 400 500

考えたことがない

メンタルヘルスについて学ぶ機会

対人関係技能向上のための講習

静養施設の供与

復職判定と意見書の提出

日頃からの社内スタッフへの教育・連絡

家族への説明

診断書に業務見直しの意見

復職に際して社内スタッフとの協議

労災補償認定のための意見書

復職リハビリ制度の確立・運用

主治医が直接、上司や人事部に説明するサービス

診断書の発行

プライバシーの保全

今後の見通しについての説明

治療内容の説明

診断とその根拠の説明

指摘総数（総回答数：549件）

一般職員
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復職を許可するに際して重視すべき条件
（休業者を取り巻く他の従業員、人事労務部からの視点）

24

50

54

60

75

88

95

113

157

158

185

193

0 50 100 150 200 250

復職後の処遇に配慮

リハビリ出勤の上、問題が無い

復職後の通院のための時間的配慮

休業中、本人が対応できる

プライバシーの保全

業務軽減などの配慮

接し方の指導が行き届いている

家族が就労を許可

休業に至らしめた原因が把握されている

他の従業員の、病気への理解

人間関係への配慮・配置換え

復職後の上司を通じての相談の機会

指摘総数（総回答数：287件）
労務管理担当者
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労働者のメンタルヘルス対策を推進するに
あたって期待すること

（ラインの管理監督者の回答より）

5
6
7
10
10
11
11
12
14
15
15
16
17
18
20
20
24

34

0 10 20 30 40 50 60

人的資源問題に対する人材バンク創設

復職後の人事考課にまつわるガイドライン

診断書にある休養の必要性の説明

人事採用や配置転換におけるコンサルタント

診断書に今後の見通しを記載

プライバシーの保全

復職判定における主治医の積極的関与

復職までの過ごし方や経過観察のポイント説明

社内保健スタッフへの相談の促し

復職判定における社内保健スタッフの積極的関与

復職判定基準の作成

社内での相談しやすい環境整備

休業期間中の経済的扶助

復職リハビリ実施機関の整備

上司や人事部への相談の促し

発症防止のための状況把握のための調査

メンタルヘルスについての学ぶ機会の確保

対人関係技能向上のための講習会

指摘総数（総回答数：62件）

管理監督者
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復職を許可するに際して重視すべき条件
（事業場内産業保健スタッフからの視点）

8

25

26

32

40

64

84

104

116

122

129

151

162

170

0 50 100 150 200 250

パンフレットなど情報提供

その他のスタッフによる病状把握の機会

相談体制の構築

その他の社内スタッフが復職を許可

社内看護・保健スタッフが復職を許可

社内看護・保健スタッフによる病状把握の機会

プライバシーの保護

嘱託精神科医が復職を許可

主治医との連携

産業医による病状把握の機会

職場環境の改善に取り組んでいる

復職後の支援体制の構築

休業に至った原因の把握

産業医が復職を許可

指摘総数（総回答数：288件）
労務管理担当者
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復職を許可するに際して期待していること
（医療機関・主治医）

4

38

42

59

60

62

63

64

84

117

144

164

172

232

0 50 100 150 200 250

各種サービス（グループホーム、授産所など）

職業リハビリテーション

事業場外の問題にも解決に尽力

情報提供

講習会・教育

プライバシーの保全

発症予防を目的とした健康相談

自社スタッフとの意見交流に参加

対人関係技能向上のためのカウンセリング

復職判定にまつわる診断書の発行

復職判定に際して意見を述べてくれる

緊急時の対応

主治医による復職判定

就労能力などの意見書作成

指摘総数（総回答数：288件）
労務管理担当者



復職を許可するに際して期待していること
（医療機関以外・リワーク支援・EAPなど）

8

12

18

36

71

74
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79

99

99

102

106

124

145

167

0 50 100 150 200 250

相談体制の確立

各種サービス（グループホーム・授産所など）

経済的損失など経営に関する相談

労災など法律相談

セカンドオピニオンの紹介

発症予防を目的とした健康相談

自社スタッフと意見交流

職場環境改善のための助言

情報提供

休業に至らしめた原因の把握

講習会･教育

職業リハビリテーション

対人関係技能向上のカウンセリング

復職判定に関する意見を述べる

緊急時の対応

指摘総数（総回答数：288件）
労務管理担当者
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リハビリ出勤制度を取り入れているか

総回答数：286件

21%

79%
いる いない

取り入れていない理由

4

18

20

39

44

66

67

111

136

0 20 40 60 80 100 120 140 160

休業者の事情

医療機関側から提案が無い

効果に疑問

災害時の補償ができない

経済的に余裕がない

人的資源にゆとりがない

管理・指導する者がいない

制度を知らない

経験が無い

指摘総数（総回答数：226件）
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心の健康問題で休業した従業員が復職するにあたって
各種医療機関が行うサービスを受ける際、
事業場として年間予算はいくら確保できるか？

21 (8.2%)

100 (38.9%)

1 (0.4%)

12 (4.7%)

20 (7.8%)

31 (12.1%)

34 (13.2%)

13 (5.1%)

7 (2.7%)

11 (4.3%)

6 (2.3%)

1 (0.4%)

0 20 40 60 80 100 120

不明

予算は確保できない

1～5,000円まで

5,001～10,000円まで

10,001～30,000円まで

30,001～50,000円まで

50,001～100,000円まで

100,001～200,000円まで

200,001～300,000円まで

300,001～500,000円まで

500,001～1,000,000円まで

1,000,001円以上可能

金額

事業場数 〔総回答数：257件（100.0％）〕
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心の健康問題に関心があるか？
VS

予算を確保できるか？

91

129

9 7

0

20

40

60

80

100

120

140

関心がある 関心は無い

確保できる

確保できない

総回答数：236件
クロス集計
P=0.298

件数
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心の健康問題に対しリワーク支援を利用したい？
VS

予算を確保できるか？

68

100

32
36

0
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60

70

80

90

100

利用したい 利用したくない

確保できる

確保できない

総回答数：236件
クロス集計
P=0.385

件数
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心の健康問題に対しEAPを利用したい？
VS

予算を確保できるか？

57

90

43 46

0
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30

40

50

60

70

80

90

利用したい 利用したくない

確保できる

確保できない

総回答数：236件
クロス集計
P=0.175

件数
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三次調査：ライフライン関連A社
• 平成14年には社外カウンセラーと契約。
• 平成15年10月より適応回復支援制度および職場復帰プログラムを導入。
• 平成19年、新任管理者を対象に精神科管理医が教育。その他、教育の
機会をもつ。

• 主に産業看護職スタッフが全従業員に対して生活習慣や精神関連のス
クリーニング調査を行い、早期発見に努めている。

• 本人－主治医－衛生担当者－健康管理スタッフとの密なコミュニケー
ションの機会を持つなどして連携を図る。

• 早期受診を促しても、医療機関側が“予約で一杯”など。対応できる医療
機関の増加を期待している。

• 生活歴など事業場がどこまで介入できるのか？プライバシーの問題と併
せて悩まさせられる事例が多い。

• 周囲に精神疾患に対する理解を深めていただく一方で、当人にはあまり
過保護にならないような支援を行うことも重要ではないか（長期休業に陥
れば、周囲の風当たりも強くなり、かえって本人にとって不都合になるこ
とも？）。

• 漫然と休養を取得されると復職は益々、困難なものになる。結果として休
業期間満了にて解雇となる事例も増えるのではないかと危惧している。
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三次調査：家電製造業B社
• 対応に苦慮する事例が多い。
• 就労意欲に乏しい事例。ドクターショッピングと提出される診
断書の診断名が毎回違う。通院の自己中断。休養と復職の
繰り返しで“埒が明かない”。

• パーソナリティ障害を疑う事例。些細なきっかけで自傷行為、
解離症状。家人は労災申請せよと本人にけしかける。

• 業務負荷の見直しや、配置換えなどで環境の配慮を行って
はいるが、それでも就労意欲の賦活に結びつかない事例。

• それぞれの職位に応じて教育や研修などを受けてはいるが、
これといった打開策はないまま。

• 復職を支援するに当たっては、就労訓練サービスの拡充を
期待。

• 産業保健スタッフへの教育の機会。スタッフの精神的負担に
対してどのように対応するか？相談機関の拡充を期待。
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本調査のまとめ
• 職場におけるメンタルヘルス不調者についての事例経験は半数以上

の事業場でみられ、一度事例が発生すると、その半数以上が何らか
の業務に支障を感じる、ないしは復職支援は困難であると回答した。

• 復職判定に際して事業場側は、主治医が発行する診断書の指示を守
るといった受身の対応に終始する姿勢が色濃い結果であった。

• 復職判定に際しては事業場内産業保健スタッフよりも労務管理担当者
や事業主など事務方に決定権が多くある傾向が示された。その一方
で産業看護・保健スタッフの活用度は低調であった。

• ラインに相当する管理監督者の多くは復職支援に際して対人関係技
能向上などメンタルヘルスについて学ぶ機会を希求していた。

• 労務管理担当者らは主治医を中心とした医療機関からの情報収集に
多くを期待している姿勢が示された。

• 精神疾患の特徴についての理解が十分浸透しているとは呼べない結
果であった。
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本調査のまとめ
• 事業場外資源の活用やリハビリ出勤制度の活用については低調。
• 労務管理者は一般職員やラインに相当する管理監督者よりもメンタル

ヘルス不調事例の発生について敏感に対応している様子であった。逆
に一般職員にとってはメンタルヘルス不調事例を経験しない限り関心
が乏しい様子であった。

• メンタルヘルス不調によって長期休業に陥った場合、一般職員は経済
的保障や休養の認可を事業場に期待していた一方、労務管理者は雇
用の存続が危ぶまれることを危惧している結果であった。

• 一般職員は労務管理者やラインに相当する管理監督者よりもプライバ
シーの保護を重要とみなす傾向が強かった。

• メンタルヘルス対策を講じるにあたり、事業場として予算を捻出するこ
とは困難である様子が指摘された。

• 今後はそれぞれの立場からの取り組みを充実させるだけでなく、相互
の情報共有などを通じて有機的な連携を深めるような取り組みが求め
られるであろう。
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